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 生産者数：234戸 
 栽培面積：97.1ha 
 出荷量 ：5,826ｔ(H24) 
 販売額 ：28億7,900万円 
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●農家数の減少 
●出荷量の伸び悩み 
●異物混入 等による市場クレーム  
●そぐり手の高齢化による労力不足 

対象の概要 

産地の維持拡大・農家の経営安定を阻害 

課題の背景 

日本一！ 
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ねらい 
●日本一のニラ産地を維持・拡大 
●農家の経営安定を図る 

普及 
事項 

１．産地ビジョンの構築と推進 
２．出荷量の増加と周年安定生産 
  への支援 
３．省力・低コスト及び 
  品質向上対策 
４．新規就農者の確保・育成 
５．担い手の経営安定への支援 



NO  普及課題事項    評価項目 実施前 目 標 

１ 産地ﾋﾞｼﾞｮﾝ構築
と推進 

産地目標 単年度 中長期ビジョン策
定 

２ 出荷量の増加と
周年安定生産へ
の支援 

12～1月出荷量前年
比増農家割合 

－ 16戸/24戸 

３ 省力・低ｺｽﾄ及
び品質向上対策 

8～9月秀品率前年
比増農家割合 

－ 16戸/24戸 

４ 新規就農者の確
保・育成 

バックアップ体制 
 
指導農業士数 
モデル数 
グリーンカレッジ
実施・参加率 

体制がな
い 
５名 
１名 
未実施 
－ 

体制の決定と実施
・検証 
６名 
１事例 
実施 
60％ 

５ 担い手の経営安
定への支援 

経営目標達成農家
数割合 

７戸/25戸
(28％) 

10戸/24戸
(41％) 6 



ニラチーム会 
 ●農業振興センター 
 ●ＪＡ土佐香美 

香美・香南地区農業振興連絡協議会 
（ＪＡ、市、農業振興センター 他） 

農業革新支援専門員 
農業技術センター 等 

JA土佐香美 

ニラ生産部会 

●三役会 

●役員会 
  （支部代表者会） 
●全体会（部会員） 



普及活動の内容と結果 
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１．産地ビジョンの構築と推進 

①営農に関する意向調査 

②産地ビジョンの策定 

③情報発信 



JA土佐香美ニラ部会 生産推移 
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H26年度
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 5年､10年後の 
 経営規模を調査 

経営規模は 
拡大？縮小？ 

いつごろ？ 

やめたハウス 
どうする？ 
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ＪＡ土佐香美ニラ部会  

・高齢化 
・雇用労力 
 の不足 
・施設の不足 

マイナス要因 

●戸数：119戸 
●面積：62.8ha 
●出荷量：3,580ｔ 
●販売額：17.9億円 

栽培意向調査 
（１０年後予測） 

課題と 
必要な 
対策は？ 

将来像を 
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 

14 

●戸数：225戸 
●面積：94.2ha 
●出荷量：5,193ｔ 
●販売額：31.7億円 

現 状 
（H27園芸年度） 

産地が維持 
できない！ 

日本一の 
ニラ産地 



15 ＰＴ代表者会(2016.1.20) 

・産地ビジョン(10年 
 後)を策定。 
 
・産地ビジョンＰＴ会 
 が発足。 
  テーマ別に３分科会で  

   検討を開始。 

 
・情報共有のツールと 
 して、「ニラ通信」 
 を発刊。 

産地の維持・発展のために、ビジョンの策定へ誘導 

・部会員の意見集約（地区会） 

・部会に産地ビジョンの策定 
 を働きかけ 
・ビジョン実現に向けた 
 課題整理や体制整備を支援 

普及活動 結 果 



目指すべきニラ産地づくり 

販売対策 

販売・PR活動⇒販路拡大 
加工品の検討⇒6次化産業 
機能性成分の検証⇒医療分野での利用 

①既存農家の経営安定 

○品質収量向上対策 
 高収益技術の普及 

○機械化の推進 
 労働時間の削減   

②規模拡大志向農家の支援 

③新規就農者、 
   品目転換農家の支援 

○高齢農家の営農継続対策 
  地域で高齢生産者を支える仕組みづくり 

10年後部会目標 
(H38園芸年度) 

  

栽培戸数     200戸 

栽培面積     110ha 
        （平均栽培面積：55a） 

出荷数量    8,000ｔ 
         （7,300㎏/10a） 

市場販売高40億円 

【補助事業等の活用や新たな取り組みの提案】   

策定されたビジョン 

16 



17 

「ニラ通信」の発行と配布 

生の情報が 
分かる 

参考になる！ 



２．出荷量の増加と 

周年安定生産への支援 
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①新品種・新技術の普及 

②作型改善への誘導 



19 
｢タフガイ｣実証ほ現地検討会で生育特性を確認 

・「タフガイ」等の品種特 
 性、有望性、栽培上注意 
 点が判った →品種転換 
・電照や炭酸ガス施用効果 
 を確認  
 →生産者の関心の高まり 
 
・葉先枯れの原因究明と 
 対策が現在の課題 

新品種や新技術の現地実証を活用した周知と普及 

・新品種の試験 
・電照、炭酸ガス施用等の 
 環境制御技術の現地実証 
 と現地検討会、研修会等 
 での周知 

普及活動 
結 果 

電照栽培の
現地実証 



20 
作型改善に向け農家の聞き取り調査 

○作型改善の意識が高まる 
 ・調整作業労力に応じた 
  作型の前進化や露地栽  
  培の導入 
 
作型改善農家：10戸(H26) 
 
12～1月出荷量(H24比) 
 増加：18戸/24戸     
       （75％) 

作型改善への誘導 

・作型の実態を聞き取り 
・個別面談で作型改善案の 
 提示・誘導 
・研修会等で作型改善の有効性 
 を周知 

普及活動 結 果 



３．省力・低コスト及び 

品質向上対策 
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①機械化の検討と導入支援 

②施肥改善 

③異物混入対策 
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そぐり手不足が 

さらに深刻に！ 

労力確保の意向（ほしい労力） 
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60歳代以上の割合は80％ 

50歳未満 

11% 50代  

9% 

60代 

37% 

70代 

35% 

80歳

以上 

8% 

そぐり雇用の年齢構成 



○ＪＡ出荷場への導入(試算) 
 ・機械の導入台数､利用料   

  ・出荷量の増減に合わせた作業員の確保 
 ・調整作業で発生する残渣の処理方法 

 →困難との判断 
 
○生産者への導入 
・先進地調査 

調整作業機の導入(そぐり作業の省力化対策) 

24 



・個別面談 
・そぐり機導入効果を 
 シミュレーション 

事業を活用した調整作業（そぐり）機の導入を検討 

25 

シミュレーション 
シート 



26 

 
①そぐり機の導入効果を把握 
 
②そぐり機の導入が進む    
    合計13台(H27:6台) 
 
③事業を活用した導入を加速す 
 ることで合意 

調整作業機による省力化の検討と導入・拡大 

①そぐり機の活用方法 
 ･能力等を調査 
 
②機器導入希望者と個別 
 面談し､導入効果シミ 
 ュレーションを提示 
 
③産地ビジョンＰＴ会で 
 導入方針を協議(H27) 

普及活動 結 果 

調整作業機の能力調査(H26) 



実証ほを活用した改善へ 
(H25現地検討会) 

①緩効性肥料の利用は低 
 コストで肥効が安定 
 し、生育も良好である  
 ことを実証 
  (基肥費24％削減) 
 
②緩効性肥料の効果が理 
 解され、導入農家が増 
 加 (0％→約50％) 

施肥改善による省力・低コスト化への誘導 

①低コスト省力化の検討 
  緩効性肥料の現地実証 
 

②情報の共有化 
  現地検討会や研修会等での周知 

普及活動 
結 果 



28 目慣らし会 

●目慣らし会に 
 調整作業者も参加 
●異物混入対策に対 
 する意識の高まり 

異物混入対策の検討と意識啓発 

●優良事例紹介及び注意喚起ポスター 
 の作成・配布 
●ＧＡＰ点検シートによる点検と検証の  
 実施 
●目慣らし会等で作業環境の改善に 
 向けた注意点を啓発 

普及活動 

結 果 

啓発ポスター 



４．新規就農者の 

確保・育成 
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①若手農家の資質向上 

②バックアップ体制づくり 
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グリーンカレッジで  
  現地研修(H25) 

①部会での「新規就農者の早 
 期自立を支援するバック  
 アップ体制の構築」を合意  
         (H25) 
②生産者意向調査に基づきハ 
 ウス流動化リストによる情 
 報提供体制ができた 
③グリーンカレッジにより、 
 基本技術の習得や仲間づく 
 りが進んだ 
④各地区での体制強化のた 
 め、新たに指導農業士2名 
 を推薦し認定された 
 (H24：5名→H27：7名) 

バックアップ体制の構築と資質向上支援 

①役員会等での「産地課題の検討実 
 施」へ働きかけ(H25) 
②全戸で5年､10年後の生産意向調 
 査を実施(H26) 
③新規就農者を対象に「グリーンカ 
 レッジ」を立ち上げ、講習会や現 
 地研修会を開催(H26･27) 
④新規就農者バックアップ体制を役 
 員会等で協議、指導農業士育成支援 

普及活動 
結 果 



５．担い手の経営 

安定への支援 
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①経営分析 

②指導・啓発 



32 
経営研修会で分析結果報告(H25) 

・高収量・高所得経営 
 の特徴や低所得経営  
 の問題点を明らかに 
 できた 
・分析結果に基づく指 
 導・啓発で、定植時 
 期の前進化等改善が 
 進んだ 
・経営目標達成農家が 
 増加(28％→58％) 
・経営モデル・指標を 
 作成(2事例) 

経営データの分析による経営管理の改善 

・経営データを基に 
 経営分析を行った(延べ73戸) 
・分析結果を各生産者や経営研 
 修会で報告し、見直しに向け 
 指導・啓発 

普及活動 結 果 



N
O 

 普及課題事項    評価項目 実施前 目 標 実 績 

 
１ 

 
産地ビジョン
構築と推進 

 
 産地目標 

 
 単年度 

 
中長期ビジョ
ン策定 

 
中長期ビジョン
策定 (100％) 

 
２ 

出荷量の増加
と周年安定生
産への支援 

12～1月出荷量前
年比増農家割合 

 
  － 

 
16戸/24戸 

 
18戸/24戸   
   (100％) 

 
３ 

省力、低コス
ト及び品質向
上対策 

8～9月秀品率前
年比増農家割合 

   
  － 

 
16戸/24戸 

 
16戸/24戸  
   (100％) 

 
 
４ 

 
 
新規就農者の
確保・育成 

バックアップ体制 
 
指導農業士数 
モデル数 
グリーンカレッジ
実施・参加率 

体制がない 

 
  5名 
   １名 
 未実施 
  － 

体制の決定と
実施・検証 
  ６名 
  １事例 
  実施 
  60％ 

構築された  
   (100％) 
７名 (100％) 
１事例(100％) 
実施 (100％) 
25％ (42％) 

５ 担い手の経営
安定への支援 

経営目標達成 
  農家数割合 

７戸/25戸  
 (28％) 

10戸/24戸  
  (41％) 

14戸/24戸  
   (58％) 
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34 

 
・三役会、役員会 
・研修会、現地検討会 
・目慣らし会 
・個別現地指導 
・ニラ通信・啓発資料の配布 
 

県域及び管内 

ニラ部会 
（普及課題対象） 

・品目別現地検討会 
・生産者交流会 
・実証成果発表会 
・ニラ担当者会 
・普及推進協議会 
・香美・香南地区農業振興連絡協議会 
・香美市、香南市農業関係連絡会 
 

現地検討会で最新情報の 
提供と共有(H25) 

常に迅速かつ 
タイムリーな 
情報提供・共有 
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１．既存農家の経営安定 
 １）省力、効率化技術の検討・普及 
 ２）調整作業機新規導入農家の出荷 
   量アップ 
 

２．規模拡大志向農家の支援      
 １）事業導入による規模拡大 
 ２）法人志向農家の確保・育成 
 

３．新規就農者、 
  品目転換農家の支援 
 １）新規就農者の受入体制づくり   

 ２）新規就農者等の定着支援 

産地ビジョンに基づくにら産地の再構築 

・生産量が拡大 
 →調製作業の機械化や雇  
  用確保の仕組みの構築 
・周年安定出荷 
 →作型改善で出荷ピーク  
  の分散 
・担い手を確保 
 →担い手育成の仕組み作り 
・所得の確保 
 →実績に基づく経営目標の 
  設定と達成 

課 題 目指す姿 




